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１

 

．
大
衆
化
す
る
Ｎ
Ｐ
Ｏ
と
停
滞
す
る
「
市
民
活
動
」 

 

Ｎ
Ｐ
Ｏ
が
大
衆
化
し
、
Ｎ
Ｐ
Ｏ
が
金
に
な
る
時
代
に
な
っ
た
。
Ｎ

Ｐ
Ｏ
法
人
の
設
立
数
は
爆
発
的
な
勢
い
で
増
え
、
任
意
団
体
を
含
め

そ
の
経
済
規
模
は
六
九
〇
〇
億
円
（
二
〇
〇
〇
年
）
を
超
え
る
規
模

に
な
っ
て
い
る
（
図
１
）。
だ
が
、
果
た
し
て
「
市
民
活
動
・
市
民
社

会
は
成
熟
し
て
き
て
い
る
の
か
」
と
の
問
い
に
対
し
て
は
、
必
ず
し

そ
う
と
は
言
え
な
い
よ
う
に
思
わ
れ
る
。 

も

 

特
定
非
営
利
活
動
促
進
法
（
Ｎ
Ｐ
Ｏ
法
、
一
九
九
八
年
）
が
成
立

す
る
直
前
ま
で
、
そ
れ
は
「
市
民
活
動
」
と
い
う
も
の
の
大
衆
化
を

め
ざ
そ
う
と
い
う
思
い
を
込
め
て
「
市
民
活
動
促
進
法
（
案
）」
と
称

し
て
い
た
。
し
か
し
、
当
時
、「
市
民
活
動
」
と
い
う
言
葉
や
概
念
に

対
す
る
一
部
議
員
の
反
対
に
よ
っ
て
、
そ
れ
は
「
非
営
利
性
」
を
軸

と
し
た
今
の
言
葉
、
内
容
に
な
っ
た
。「
Ｎ
Ｐ
Ｏ
」
と
い
う
言
葉
が
広

く
使
わ
れ
る
よ
う
に
な
る
一
方
で
、「
市
民
活
動
団
体
」
と
い
う
言
葉

を
見
聞
き
す
る
機
会
が
減
っ
て
き
た
と
感
じ
る
人
は
少
な
く
な
い
で

あ
ろ
う
。
Ｎ
Ｐ
Ｏ
法
は
あ
る
面
で
妥
協
の
産
物
と
し
て
生
ま
れ
た
も

の
で
あ
り
、「
市
民
活
動
性
」
と
い
う
も
の
が
見
失
わ
れ
が
ち
に
な
る

い
う
形
で
、
そ
の
つ
け
が
回
っ
て
き
て
い
る
。 

と

 

本
論
で
は
、「
市
民
活
動
」
と
い
う
も
の
の
原
点
を
振
り
返
り
、
従

来
の
価
値
観
、
仕
組
み
、
慣
行
に
捕
ら
わ
れ
な
い
新
た
な
社
会
づ
く

り
を
模
索
し
て
い
き
た
い
と
考
え
て
い
る
。
今
回
、
そ
の
ア
プ
ロ
ー

チ
を
「
Ｎ
Ｐ
Ｏ
と
行
政
の
“
協
働
”」
と
い
う
観
点
か
ら
探
っ
て
い
き

た
い
。
協
働
の
課
題
・
方
向
性
を
検
討
す
る
こ
と
で
、
市
民
活
動
の
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原
点
で
あ
る
「
市
民
主
権
・
地
域
主
権
」
と
い
う
発
想
に
基
づ
く
新

な
社
会
像
を
提
案
す
る
。 
た

 

２

 

．
政
策
ブ
ー
ム
と
し
て
の
「
Ｎ
Ｐ
Ｏ
と
行
政
の
協
働
」 

（

 

「
Ｎ
Ｐ
Ｏ
と
行
政
の
協
働

（
コ
ラ
ボ
レ
ー
シ
ョ
ン
、
パ

ー
ト
ナ
ー
シ
ッ
プ
）」と
い
う

取
り
組
み
が
、
自
治
体
や
国

を
中
心
に
新
た
な
政
策
手

段
・
課
題
と
し
て
全
国
的
な

ブ
ー
ム
に
な
っ
て
い
る
。
一

九
九
九
年
に
始
ま
っ
た
国
の

緊
急
地
域
雇
用
特
別
交
付
金

事
業
が
き
っ
か
け
と
な
っ
て
、

Ｎ
Ｐ
Ｏ
に
と
っ
て
そ
れ
ま
で

縁
の
な
か
っ
た
委
託（
受
託
）

事
業
と
い
う
も
の
が
急
激
に

普
及
す
る
よ
う
に
な
っ
た
。

Ｎ
Ｐ
Ｏ
法
人
の
設
立
数
増
加

や
Ｎ
Ｐ
Ｏ
支
援
施
策
等
の
展

開
と
と
も
に
、
行
政
か
ら
Ｎ
Ｐ
Ｏ
へ
の
委
託
・
請
負
事
業
が
増
え
、

そ
れ
が
Ｎ
Ｐ
Ｏ
の
事
業
規
模
・
人
員
規
模
を
膨
ら
ま
す
要
因
と
も
な

っ
て
い
る
。
そ
し
て
、
自
治
体
や
国
の
中
に
は
、
財
政
悪
化
や
政
策

形
成
行
き
詰
ま
り
の
打
開
策
と
し
て
、
委
託
事
業
以
外
に
も
、
イ
ベ

ン
ト
等
の
事
業
共
催
・
後
援
、
研
修
・
出
向
等
の
人
材
交
流
、
審
議

会
等
へ
の
Ｎ
Ｐ
Ｏ
委
員
登
用
な
ど
を
積
極
的
に
進
め
る
と
こ
ろ
も
出

て
き
て
い
る
（
図
２
）。
た
だ
、
こ
う
し
た
協
働
事
業
と
呼
ば
れ
る
取

り
組
み
に
お
い
て
、
現
行
で
は
行
政
主
導
的
な
も
の
が
多
く
、
個
々

の
Ｎ
Ｐ
Ｏ
の
意
識
や
活
動
と
は
必
ず
し
も
マ
ッ
チ
し
て
い
な
い
と
こ

も
あ
る
。 

１
）
現
行
の
協
働
政
策 

図１　ＮＰＯと主な産業の国内生産額の比較（2000年）

6,208 6,868 6,941
7,854

18,223

12,410

パルプ 二輪自動車 ＮＰＯ 保健 バイオ産業モバイル関連市場

資料：(独)経済産業研究所・(株)大和銀総合研究所（担当：今瀬政司）
　　　「ＮＰＯ分析用産業連関表作成とシミュレーション分析」
　　　『新たな経済主体としてのＮＰＯに関する調査研究報告書』2002年3月

（単位：億円）

ろ

 

図２ ＮＰＯと行政の現行協働政策の主な形態
①資金関連 

 ・委託・請負（調査研究、イベント・研修、 

マネジメント支援事業等） 

 ・補助・助成（資金支援等） 

 ・提案公募、公募市民による審査会、協定書 

②施設物品関連 

 ・公共施設の民間開放（管理運営の委託等） 

 ・施設物品の相互利活用 

③イベント関連 

 ・共催（双方主催） 

 ・共同・協力（実行委員会・協議会等） 

 ・後援（名義使用） 

④人材関連 

 ・職員の研修・出向 

 ・交流会・懇談会開催、事業への相互参加 

⑤政策関連 

 ・調査研究委託 

 ・政策検討（審議会・委員会等委員登用） 

 ・パブリックコメント募集、評価、提言 

⑥情報関連 

 ・情報交換会（交流会・協議会等） 

 ・相互広報（機関誌・ＨＰ等への相互掲載） 

 ・データベース構築（ＮＰＯ情報、施策情報等）

 

資料：今瀬政司（2004年3月） 
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（
 

２
）
協
働
の
意
義
を
問
い
直
す 

①

 

な
ぜ
Ｎ
Ｐ
Ｏ
と
行
政
の
協
働
が
必
要
な
の
か
、
な
ぜ
行
政
は
Ｎ
Ｐ

Ｏ
に
委
託
す
る
必
要
が
あ
る
の
か
。
あ
る
べ
き
論
は
別
に
し
て
、
行

政
の
実
情
と
し
て
は
、「
隣
の
自
治
体
で
や
っ
て
い
る
か
ら
、
首
長
な

ど
上
か
ら
の
指
示
が
あ
る
か
ら
、“
協
働
”
と
名
の
付
く
事
業
の
案
件

探
し
が
必
要
」、「
Ｎ
Ｐ
Ｏ
は
今
ブ
ー
ム
で
成
長
株
だ
か
ら
資
金
支
援

の
た
め
の
委
託
事
業
が
必
要
」、「
Ｎ
Ｐ
Ｏ
と
の
協
働
は
財
政
支
出
軽

減
策
と
し
て
有
望
」、「
政
策
形
成
が
行
き
詰
ま
る
中
、
新
た
な
政
策

立
案
の
ネ
タ
探
し
と
し
て
Ｎ
Ｐ
Ｏ
は
有
望
」
、
「
Ｎ
Ｐ
Ｏ
と
い
う
言

葉
・
要
素
を
入
れ
れ
ば
予
算
が
取
り
や
す
く
な
る
」、
と
い
っ
た
事
柄

が
少
な
か
ら
ず
見
ら
れ
る
。
一
方
、
Ｎ
Ｐ
Ｏ
の
側
も
資
金
繰
り
が
苦

し
い
た
め
、
委
託
事
業
と
い
う
資
金
源
に
魅
力
を
感
じ
、
活
動
の
目

的
・
内
容
や
ス
タ
ン
ス
と
合
わ
な
い
よ
う
な
も
の
を
手
が
け
た
り
、

託
事
業
の
案
件
探
し
を
行
う
な
ど
の
傾
向
も
一
部
で
見
ら
れ
る
。 

目
的
化
す
る
協
働
と
見
失
う
事
業
目
的 

委

 

こ
う
し
た
協
働
に
ま
つ
わ
る
動
き
は
、
Ｎ
Ｐ
Ｏ
と
行
政
の
協
働
自

体
を
「
目
的
化
」
し
て
い
る
も
の
で
あ
り
、
本
末
転
倒
と
言
っ
て
い

い
。
本
来
、
Ｎ
Ｐ
Ｏ
と
行
政
の
協
働
は
、「
互
い
の
持
ち
味
を
活
か
し

合
い
、
同
じ
目
的
に
向
か
っ
て
手
を
携
え
て
一
緒
に
事
業
を
行
っ
て

い
き
、
気
付
い
た
ら
そ
れ
は
協
働
の
形
だ
っ
た
」
と
い
っ
た
も
の
で

あ
ろ
う
。
協
働
は
あ
く
ま
で
協
力
形
態
と
し
て
の
「
手
段
」
で
あ
り
、

後
に
な
っ
て
気
付
く
「
結
果
」
で
あ
る
は
ず
の
も
の
で
あ
る
。
Ｎ
Ｐ

Ｏ
も
行
政
も
そ
れ
ぞ
れ
単
独
で
は
で
き
な
い
事
業
が
多
く
な
り
、
互

い
の
持
ち
味
を
活
か
し
力
を
合
わ
せ
て
い
か
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
こ

と
は
今
後
ま
す
ま
す
増
え
て
く
る
で
あ
ろ
う
。
だ
か
ら
こ
そ
、
そ
れ

ぞ
れ
が
活
動
目
的
や
政
策
目
的
を
見
失
っ
て
は
な
ら
ず
、
そ
の
目
的

を
常
に
確
認
し
合
い
共
有
化
す
る
こ
と
が
必
要
な
の
で
あ
る
。
協
働

自
体
が
目
的
化
し
、
本
来
の
活
動
目
的
・
政
策
目
的
を
見
失
っ
て
は

ら
な
い
。 

な

 

②

 

と
こ
ろ
で
、
今
ま
で
な
ぜ
「
企
業
（
あ
る
い
は
公
益
法
人
等
）
と

行
政
の
協
働
」と
い
う
言
葉
、政
策
ア
プ
ロ
ー
チ
が
な
か
っ
た
の
か
、

な
ぜ
Ｎ
Ｐ
Ｏ
だ
け
「
行
政
と
の
新
た
な
協
働
」
と
言
う
の
で
あ
ろ
う

か
。
委
託
・
請
負
、
助
成
・
補
助
、
共
催
・
後
援
、
人
的
交
流
、
審

議
会
委
員
登
用
等
と
い
っ
た
Ｎ
Ｐ
Ｏ
と
行
政
の
協
働
の
形
態
に
つ
い

て
は
、
表
面
的
な
形
だ
け
で
見
れ
ば
、
こ
れ
ま
で
企
業
と
行
政
の
間

で
は
緊
密
な
関
係
を
持
っ
て
行
わ
れ
て
き
て
い
る
。
今
、
Ｎ
Ｐ
Ｏ
の

間
で
公
平
公
正
で
な
い
と
し
て
議
論
に
な
っ
て
い
る
委
託
・
請
負
契

約
（
書
）
と
い
う
ル
ー
ル
に
関
し
て
は
、
も
と
も
と
企
業
と
行
政
の

間
で
ご
く
当
た
り
前
の
よ
う
に
行
わ
れ
て
き
た
も
の
で
あ
る
。
Ｎ
Ｐ

Ｏ
は
企
業
と
違
い
公
益
性
・
非
営
利
性
の
高
い
存
在
で
あ
る
か
ら「
行

政
と
の
協
働
」
と
言
う
の
だ
と
の
考
え
方
も
あ
る
。
だ
が
、
企
業
と

「
企
業
と
行
政
の
協
働
」
は
無
い
の
か
？ 
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て
、
産
官
連
携
や
民
間
活
力
導
入
等
と
称
し
て
、
公
共
事
業
、
公
共

ー
ビ
ス
の
民
間
委
託
の
受
け
皿
と
し
て
の
役
割
を
担
っ
て
き
た
。 
サ

 
Ｎ
Ｐ
Ｏ
に
限
っ
て
「
行
政
と
の
新
た
な
協
働
」
と
呼
ば
れ
る
よ
う

に
な
っ
た
の
は
、
Ｎ
Ｐ
Ｏ
が
、
市
民
の
ニ
ー
ズ
発
掘
、
市
民
の
社
会

貢
献
や
自
己
実
現
の
場
の
拡
大
、
公
共
サ
ー
ビ
ス
の
質
的
向
上
な
ど

を
図
る
特
質
を
持
っ
て
い
る
と
の
理
由
も
あ
る
が
、
根
本
的
な
理
由

の
一
つ
に
市
民
と
行
政
の
「
対
等
な
関
係
」、
あ
る
い
は
さ
ら
に
進
ん

だ
「
市
民
優
位
の
関
係
」
へ
の
模
索
、
ニ
ー
ズ
の
高
ま
り
が
潜
在
的

あ
る
よ
う
に
思
わ
れ
る
。 

に

 

３

 

．「
市
民
主
権
・
地
域
主
権
」
に
基
づ
く
市
民
優
位
の
協
働
政
策 

（

 

こ
の
よ
う
に
、「
Ｎ
Ｐ
Ｏ
と
行
政
の
協
働
」
事
業
は
、
多
く
の
課
題

を
抱
え
な
が
ら
も
、次
代
を
切
り
開
く
バ
ラ
色
の
政
策
手
段
と
し
て
、

ブ
ー
ム
と
も
言
え
る
勢
い
で
全
国
各
地
に
広
ま
っ
て
い
る
。
だ
が
、

実
態
と
し
て
は
、
委
託
・
請
負
契
約
等
の
既
存
の
仕
組
み
（
制
度
・

慣
行
等
）
に
基
づ
く
限
り
に
お
い
て
、
市
民
と
行
政
が
対
等
な
関
係

の
協
働
事
業
を
行
う
に
は
限
界
が
あ
り
、
委
託
者
や
公
募
者
と
し
て

の
行
政
が
権
限
を
握
り
、
市
民
に
権
限
の
一
部
を
分
け
与
え
る
「
市

民
参
加
」
と
い
う
も
の
に
と
ど
ま
っ
て
い
る
。
例
え
ば
、
行
政
が
使

う
こ
れ
ま
で
の
委
託
契
約
書
で
は
「
行
政
優
位
」
が
原
則
に
な
っ
て

１
）
行
政
優
位
の
限
界 

図３　市民主権・地域主権型社会経済システムの構築イメージ

　資料：今瀬政司作成(2003年5月) (『しま』No.195(2003年9月号)掲載)
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■市民主権・地域主権とは

　市民（個人、ＮＰＯ、企業
等）ひとり一人や地域一つ一
つの思いや事情を大事にする
ことがすべての原点である。

■市民主権・地域主権型社会
　経済システムとは

　市民は、市民自治として市
民が本来やるべきことを、市
民相互の代理機関である行政
にその業務をある意味で“委託”
しているのであり、行政は市
民の下請け的機関とも言える。
また、地域（市民や自治体等）
は、地域が本来やるべきこと
を、地域相互の代理機関であ
る国にその業務をある意味で
“再委託”しているのであり、

国は地域の下請け的機関とも
言える（市民が自治体に委託
し、自治体が国に再委託）。
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等）ひとり一人や地域一つ一
つの思いや事情を大事にする
ことがすべての原点である。

■市民主権・地域主権型社会
　経済システムとは

　市民は、市民自治として市
民が本来やるべきことを、市
民相互の代理機関である行政
にその業務をある意味で“委託”
しているのであり、行政は市
民の下請け的機関とも言える。
また、地域（市民や自治体等）
は、地域が本来やるべきこと
を、地域相互の代理機関であ
る国にその業務をある意味で
“再委託”しているのであり、

国は地域の下請け的機関とも
言える（市民が自治体に委託
し、自治体が国に再委託）。
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お
り
、
事
業
主
体
と
し
て
の
権
利
・
権
限
は
行
政
が
持
ち
、
意
見
が

対
立
し
た
時
に
は
、
委
託
先
の
Ｎ
Ｐ
Ｏ
は
行
政
の
指
示
に
従
わ
ざ
る

を
得
ず
、
守
秘
義
務
条
項
に
よ
り
業
務
内
容
等
の
情
報
の
公
開
が
制

約
さ
れ
る
形
に
な
っ
て
い
る
（
プ
ラ
イ
バ
シ
ー
侵
害
情
報
は
そ
の
条

の
如
何
に
関
わ
ら
ず
無
論
非
公
開
）。 

項

 

ま
た
、
Ｎ
Ｐ
Ｏ
と
地
域
自
治
体
が
従
来
の
枠
組
み
を
超
え
て
、
市

民
主
導
、市
民
優
位
の
形
で
協
働
事
業
を
行
お
う
と
す
る
場
合
で
も
、

権
限
や
財
源
を
握
る
国
と
の
関
係（
国
の
各
種
規
制
、政
策
決
定
権
、

予
算
配
分
権
等
）
が
障
壁
と
な
り
、
断
念
せ
ざ
る
を
得
な
い
こ
と
も

あ
る
。
こ
う
し
た
障
壁
を
無
く
そ
う
と
「
地
方
分
権
」
の
論
議
が
盛

ん
に
な
っ
て
い
る
が
、
そ
れ
は
あ
く
ま
で
国
が
握
る
権
限
の
一
部
を

「
地
方
」
と
し
て
の
“
自
治
体
”
に
分
け
与
え
る
「
分
権
」
と
い
う

の
に
留
ま
っ
て
い
る
。 

も

 

（

 

２
）
市
民
活
動
の
原
点
と
し
て
の
「
市
民
主
権
・
地
域
主
権
」 

 

で
は
、
ど
う
し
た
ら
市
民
主
導
、
市
民
優
位
の
「
Ｎ
Ｐ
Ｏ
と
行
政

の
協
働
」
の
取
り
組
み
が
で
き
る
の
か
。
そ
れ
は
、
従
来
の
仕
組
み

や
発
想
に
基
づ
く
小
手
先
の
方
策
で
は
解
決
で
き
な
い
も
の
で
あ
り
、

根
本
的
な
発
想
転
換
・
政
策
転
換
を
す
る
以
外
に
方
法
は
な
い
。
そ

し
て
、
そ
こ
に
こ
そ
「
市
民
活
動
」
と
い
う
も
の
の
原
点
が
あ
る
と

考
え
る
。
そ
れ
は
、
市
民
（
個
人
、
Ｎ
Ｐ
Ｏ
、
企
業
等
）
ひ
と
り
一

人
や
地
域
一
つ
一
つ
の
思
い
や
事
情
を
大
事
に
し
原
点
と
し
た
政
策

形
成
や
社
会
経
済
の
仕
組
み
づ
く
り
で
あ
り
、「
市
民
主
権
・
地
域
主

権
」
の
確
立
を
め
ざ
す
も
の
と
言
え
る
（
図
３
）。
基
本
的
な
社
会
の

あ
り
方
が
、「
市
民
参
加
」
や
「
地
方
分
権
」
に
留
ま
る
限
り
は
、
い

く
ら
「
Ｎ
Ｐ
Ｏ
と
行
政
の
協
働
」
の
仕
組
み
を
模
索
し
た
と
し
て
も

限
界
が
あ
る
。
社
会
経
済
活
動
と
そ
れ
を
支
え
る
政
策
形
成
の
出
発

点
は
、
行
政
で
は
な
く
市
民
ひ
と
り
一
人
で
あ
り
、
国
で
は
な
く
地

域
一
つ
一
つ
で
あ
る
と
い
う
「
市
民
主
権
・
地
域
主
権
」
へ
の
発
想

の
転
換
が
ま
ず
必
要
な
の
で
あ
る
。
そ
れ
を
ベ
ー
ス
に
し
て
考
え
る

と
、
こ
れ
ま
で
協
働
の
原
則
は
、
Ｎ
Ｐ
Ｏ
と
行
政
が
「
対
等
」
で
あ

る
こ
と
と
言
わ
れ
て
き
た
が
、
そ
う
で
は
な
く
、
も
っ
と
進
め
て
「
市

優
位
」
で
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
の
で
あ
る
。 

民

 

（

 

３
）
市
民
優
位
の
新
た
な
協
働
政
策 

 

こ
う
し
た
「
市
民
主
権
・
地
域
主
権
に
基
づ
く
市
民
優
位
の
新
た

な
協
働
政
策
」
と
し
て
、
こ
こ
で
は
、
次
の
３
つ
の
具
体
的
方
策
を

案
す
る
。 

提
 

①

 

従
来
の
行
政
優
位
の
「
委
託
契
約
」
は
、
事
業
主
体
は
行
政
で
あ

り
、
Ｎ
Ｐ
Ｏ
は
事
業
を
実
施
す
る
が
権
利
や
主
体
性
は
な
く
、
あ
く

Ｎ
Ｐ
Ｏ
と
行
政
の
「
協
働
契
約
」
シ
ス
テ
ム
の
開
発 
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資料：今瀬政司「市民主権・地域主権の確立をめざして～市民主権・地域主権型の政策形成・
　　　社会経済システム構築への提言」『第１回 市民主権・地域主権フォーラム開催資料』
　　　(特活)市民活動情報センター、2004年2月21日

図４　ＮＰＯ等と行政の新たな「協働契約」と｢逆委託契約｣システムの開発

ＮＰＯ等 行政

公益・共益(友益)事業
（社会/公共財・サービス供給等）

公益・共益(友益)事業
（社会/公共財・サービス供給等）

税金等

対価

行政からＮＰＯ等への委託/請負契約等

【これまでのあり方】 【今後のあり方】

ＮＰＯ等 行政

公益・共益(友益)事業
（社会/公共財・サービス供給等）

公益・共益(友益)事業
（社会/公共財・サービス供給等）

ＮＰＯ等と行政の協働契約等

労力・知識等拠出
事業主体
（受益者）

事業主体事業主体
財・サービス

協働契約等

（全ての財・サービスの直接の受益者は市民）

権利と義務責任は
両者折半

有償・
無償協力

非事業主体
(事業実施するが
権利・主体性なし)

委託/請負契約等

資金拠出

【今後のもう一つのあり方】

ＮＰＯ等 行政

公益・共益(友益)事業
（社会/公共財・サービス供給等）

公益・共益(友益)事業
（社会/公共財・サービス供給等）

財・サービス
事業主体

有償・無償協力
(寄附・会費等)

対価

逆委託/請負契約等

非事業主体
(事業実施するが
権利・主体性なし)

も
う
一
つ
の

小
さ
な
行
政
的
機
能

企業等

市民
(個人/ＮＰＯ/企業)

税金等
有償・
無償協力

市民
(個人/ＮＰＯ/企業)

連携協働

情報発信(説明責任)

市民の評価・
解散請求権

ＮＰＯ等から行政への逆委託/請負契約等

情報発信
(説明責任)

市民
(個人/ＮＰＯ/企業)

（全ての財・サービスの直接の受益者は市民）

（市民は行政を通じて間接的に
　財・サービスを受益）

資料：今瀬政司「市民主権・地域主権の確立をめざして～市民主権・地域主権型の政策形成・
　　　社会経済システム構築への提言」『第１回 市民主権・地域主権フォーラム開催資料』
　　　(特活)市民活動情報センター、2004年2月21日

図４　ＮＰＯ等と行政の新たな「協働契約」と｢逆委託契約｣システムの開発

ＮＰＯ等 行政

公益・共益(友益)事業
（社会/公共財・サービス供給等）

公益・共益(友益)事業
（社会/公共財・サービス供給等）

税金等

対価

行政からＮＰＯ等への委託/請負契約等

【これまでのあり方】 【今後のあり方】

ＮＰＯ等 行政

公益・共益(友益)事業
（社会/公共財・サービス供給等）

公益・共益(友益)事業
（社会/公共財・サービス供給等）

ＮＰＯ等と行政の協働契約等

労力・知識等拠出
事業主体
（受益者）

事業主体事業主体
財・サービス

協働契約等

（全ての財・サービスの直接の受益者は市民）

権利と義務責任は
両者折半

有償・
無償協力

非事業主体
(事業実施するが
権利・主体性なし)

委託/請負契約等

資金拠出

【今後のもう一つのあり方】

ＮＰＯ等 行政

公益・共益(友益)事業
（社会/公共財・サービス供給等）

公益・共益(友益)事業
（社会/公共財・サービス供給等）

財・サービス
事業主体

有償・無償協力
(寄附・会費等)

対価

逆委託/請負契約等

非事業主体
(事業実施するが
権利・主体性なし)

も
う
一
つ
の

小
さ
な
行
政
的
機
能

企業等

市民
(個人/ＮＰＯ/企業)

税金等
有償・
無償協力

市民
(個人/ＮＰＯ/企業)

連携協働

情報発信(説明責任)

市民の評価・
解散請求権

ＮＰＯ等から行政への逆委託/請負契約等

情報発信
(説明責任)

市民
(個人/ＮＰＯ/企業)

（全ての財・サービスの直接の受益者は市民）

（市民は行政を通じて間接的に
　財・サービスを受益）
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ま
で
下
請
け
の
立
場
で
あ
る
。
Ｎ
Ｐ
Ｏ
へ
の
委
託
料
に
対
す
る
財
・

サ
ー
ビ
ス
の
受
益
者
は
委
託
者
と
し
て
の
行
政
で
あ
り
、
市
民
は
行

政
を
通
じ
て
間
接
的
に
そ
の
メ
リ
ッ
ト
を
享
受
す
る
よ
う
な
契
約
形

態
と
な
っ
て
い
る
。
こ
う
し
た
形
態
を
根
本
的
な
発
想
か
ら
見
直
す

も
の
と
し
て
、
Ｎ
Ｐ
Ｏ
と
行
政
が
「
共
に
事
業
主
体
」
と
な
り
、
Ｎ

Ｐ
Ｏ
が
市
民
協
力
で
労
力
・
知
識
等
を
拠
出
し
、
行
政
が
税
金
か
ら

資
金
を
拠
出
し
、「
権
利
と
義
務
責
任
は
折
半
す
る
」
と
い
う
形
で
の

役
割
分
担
を
図
る
よ
う
に
す
る
。
財
・
サ
ー
ビ
ス
の
直
接
的
な
受
益

者
は
行
政
で
は
な
く
市
民
全
般
で
あ
る
と
し
、
Ｎ
Ｐ
Ｏ
と
行
政
を
同

等
に
、
市
民
に
対
す
る
財
・
サ
ー
ビ
ス
の
供
給
者
と
し
て
位
置
づ
け

る
の
で
あ
る
。
こ
う
し
た
契
約
シ
ス
テ
ム
を
「
協
働
契
約
」
と
名
付

示
し
た
の
が
図
４
の
上
部
で
あ
る
。 

け

 

こ
の
協
働
契
約
に
係
る
「
協
働
契
約
書
」
の
ひ
な
が
た
（
大
き
な

枠
組
み
）
を
こ
こ
に
紹
介
す
る
（
図
５
）。
こ
の
協
働
契
約
書
が
従
来

の
委
託
・
請
負
契
約
書
と
異
な
る
主
な
点
は
、
第
一
条
で
甲
乙
を
共

に
事
業
主
体
と
し
て
い
る
点
、
第
七
条
の
権
利
の
帰
属
な
ど
条
項
全

般
で
甲
乙
両
者
を
対
等
に
し
て
い
る
点
、
守
秘
義
務
条
項
を
無
く
し

情
報
公
開
を
原
則
と
し
て
い
る
点
（
プ
ラ
イ
バ
シ
ー
侵
害
情
報
等
は

勿
論
別
）
な
ど
で
あ
る
。
こ
う
し
た
委
託
契
約
の
ル
ー
ル
見
直
し
に

関
し
て
は
、
Ｎ
Ｐ
Ｏ
の
中
間
支
援
組
織
や
自
治
体
等
の
間
で
一
部
議

論
・
検
討
さ
れ
て
い
る
が
、
根
本
的
な
発
想
か
ら
見
直
し
、
実
施
に

移
さ
れ
て
い
る
も
の
は
ま
だ
あ
ま
り
見
ら
れ
ず
、
今
後
、
行
政
等
の

極
的
な
政
策
転
換
に
期
待
し
た
い
。 

積

 

②

 

税
金
と
い
う
今
の
仕
組
み
は
、
市
民
か
ら
す
れ
ば
、
お
金
を
納
め

た
と
き
か
ら
自
ら
の
意
思
を
離
れ
、
数
字
と
し
て
し
か
目
に
見
え
な

い
遠
く
の
存
在
に
な
っ
て
し
ま
う
。そ
の
た
め
、お
金
を
出
し
合
い
、

互
い
に
支
え
あ
い
、
自
立
（
自
律
）
的
な
活
動
を
行
う
と
い
う
社
会

の
根
源
的
な
あ
り
方
が
見
失
わ
れ
が
ち
に
な
り
、
税
金
を
握
る
行

政
・
国
へ
の
依
存
的
体
質
が
生
ま
れ
や
す
く
な
る
。
こ
う
し
た
社
会

構
造
を
補
完
す
る
の
が
、
寄
附
・
会
費
や
ボ
ラ
ン
テ
ィ
ア
等
の
力
で

直
接
的
に
支
え
あ
う
Ｎ
Ｐ
Ｏ
な
ど
に
よ
る
も
う
一
つ
の
行
政
的
機
能

で
あ
る
と
考
え
る
。
そ
こ
で
、
市
民
（
個
人
・
Ｎ
Ｐ
Ｏ
・
企
業
等
）

が
自
分
た
ち
で
直
接
お
金
や
労
力
を
出
し
合
い
、
Ｎ
Ｐ
Ｏ
が
そ
の
受

け
皿
と
な
っ
て
企
業
等
と
連
携
協
働
し
な
が
ら
、
も
う
一
つ
の
小
さ

な
行
政
的
機
能
と
し
て
市
民
の
た
め
の
公
益
・
共
益
事
業
を
実
施
す

る
。
そ
の
実
施
に
際
し
て
、
必
要
が
生
ず
れ
ば
、
そ
の
業
務
を
行
政

に
「
逆
委
託
・
請
負
」
発
注
す
る
よ
う
な
契
約
シ
ス
テ
ム
を
開
発
す

る
。
Ｎ
Ｐ
Ｏ
は
、
も
う
一
つ
の
行
政
的
機
能
を
有
す
る
が
故
に
市
民

へ
の
説
明
責
任
を
果
た
さ
な
け
れ
ば
な
ら
ず
、
市
民
は
Ｎ
Ｐ
Ｏ
を
評

価
・
チ
ェ
ッ
ク
し
、
そ
の
解
散
請
求
権
を
持
つ
も
の
と
す
る
。
こ
の

新
た
な
仕
組
み
を
「
逆
委
託
契
約
」
シ
ス
テ
ム
と
名
付
け
示
し
た
の

が
図
４
の
下
部
で
あ
る
。 

Ｎ
Ｐ
Ｏ
か
ら
行
政
へ
の
「
逆
委
託
契
約
」
シ
ス
テ
ム
の
開
発 
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図５　「○○○事業」に関する協働契約書
（ＮＰＯ等と行政の協働契約書のひながた）

　某行政を甲とし、某ＮＰＯ等を乙として、甲と乙は、「○○○事業」について、次の条項により協働契約を締
結するものとする。

（契約の目的）
第１条　甲と乙は、事業主体として、「○○○事業」（以下「協働業務」という。）を協働して実施するものと
する。

（処理の方法）
第２条　乙は、別紙の仕様書により、甲と協働して、協働業務を処理するものとする。

（契約料）
第３条　契約料は、金○○○円（消費税額及び地方消費税額を含む）とする。

（契約期間）
第４条　契約期間は、協働契約締結日から○○○年○月○日までとする。

（契約の内容の変更）
第５条　この契約の締結後、事情の変化により、契約の内容を変更する必要があるときは、甲乙協議の上、書面
によりこれを定めるものとする。

（契約料の支払）
第６条　甲は、乙から請求書を受理した日から30日以内に、契約料を乙に支払うものとする。

（権利の帰属）
第７条　この協働業務を通じて新たに発生する成果についての権利は、甲と乙の両者に帰属するものとする。但
し、甲又は乙のおのおのに既に帰属する権利は除く。

（権利の譲渡等）
第８条　甲又は乙は、この契約によって生ずる権利又は義務を第三者に譲渡し、又は承継させる場合には、この
契約の相手方の承諾を得なければならない。

（損害賠償）
第９条　甲又は乙は、その責めに帰する理由により、協働業務の実施に関し、この契約の相手方又は第三者に損
害を与えたときは、その損害を賠償しなければならない。

（契約の解除）
第１０条　甲又は乙は、この契約の相手方がその責めに帰する理由により契約の条項に違反したときは、違約金
の徴収又は契約の解除をすることができる。

（契約書の解釈）
第１１条　この契約の定めのない事項又はこの契約に関して疑義が生じたときは、甲乙協議の上、これを定める
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この契約の締結を証するため、本契約書２通を作成し、甲乙記名押印の上、各１通を保有するものとする。
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　　　　　　　　　　　　　　乙　　所在地　　　　　　　○○○○○○
　　　　　　　　　　　　　　　　　組織名　　　　　　　某ＮＰＯ等
　　　　　　　　　　　　　　　　　代表者役職・名前　　○○○　○○○

■「○○○事業」仕様書
１．事業名　／２．事業目的　／３．協働業務内容　／４．実施期間・スケジュール
５．実施方法（手法・体制）　／６．事業費用（予算内訳）　／７．事業成果

※この協働契約書が、従来の委託・請負契約書と異なる主な点は、第１条で甲乙を共に事業主体としている点、
　第７条の権利の帰属など条項全般で甲乙両者を対等にしている点、守秘義務条項を無くし情報公開を原則とし
　ている点（プライバシー侵害情報等は勿論別）などである。

資料：今瀬政司「市民主権・地域主権の確立をめざして～市民主権・地域主権型の政策形成・社会経済システム
　　　構築への提言」『第１回 市民主権・地域主権フォーラム開催資料』
　　　(特活)市民活動情報センター、2004年2月21日

図５　「○○○事業」に関する協働契約書
（ＮＰＯ等と行政の協働契約書のひながた）

　某行政を甲とし、某ＮＰＯ等を乙として、甲と乙は、「○○○事業」について、次の条項により協働契約を締
結するものとする。

（契約の目的）
第１条　甲と乙は、事業主体として、「○○○事業」（以下「協働業務」という。）を協働して実施するものと
する。

（処理の方法）
第２条　乙は、別紙の仕様書により、甲と協働して、協働業務を処理するものとする。

（契約料）
第３条　契約料は、金○○○円（消費税額及び地方消費税額を含む）とする。

（契約期間）
第４条　契約期間は、協働契約締結日から○○○年○月○日までとする。

（契約の内容の変更）
第５条　この契約の締結後、事情の変化により、契約の内容を変更する必要があるときは、甲乙協議の上、書面
によりこれを定めるものとする。

（契約料の支払）
第６条　甲は、乙から請求書を受理した日から30日以内に、契約料を乙に支払うものとする。

（権利の帰属）
第７条　この協働業務を通じて新たに発生する成果についての権利は、甲と乙の両者に帰属するものとする。但
し、甲又は乙のおのおのに既に帰属する権利は除く。

（権利の譲渡等）
第８条　甲又は乙は、この契約によって生ずる権利又は義務を第三者に譲渡し、又は承継させる場合には、この
契約の相手方の承諾を得なければならない。

（損害賠償）
第９条　甲又は乙は、その責めに帰する理由により、協働業務の実施に関し、この契約の相手方又は第三者に損
害を与えたときは、その損害を賠償しなければならない。

（契約の解除）
第１０条　甲又は乙は、この契約の相手方がその責めに帰する理由により契約の条項に違反したときは、違約金
の徴収又は契約の解除をすることができる。

（契約書の解釈）
第１１条　この契約の定めのない事項又はこの契約に関して疑義が生じたときは、甲乙協議の上、これを定める
ものとする。
２　前項によって、解決するために要する費用は、甲乙平等に負担する。

この契約の締結を証するため、本契約書２通を作成し、甲乙記名押印の上、各１通を保有するものとする。

　　○○○年○月○日
　　　　　　　　　　　　　　甲　　所在地　　　　　　　○○○○○○
　　　　　　　　　　　　　　　　　組織名　　　　　　　某行政
　　　　　　　　　　　　　　　　　代表者役職・名前　　○○○　○○○

　　　　　　　　　　　　　　乙　　所在地　　　　　　　○○○○○○
　　　　　　　　　　　　　　　　　組織名　　　　　　　某ＮＰＯ等
　　　　　　　　　　　　　　　　　代表者役職・名前　　○○○　○○○

■「○○○事業」仕様書
１．事業名　／２．事業目的　／３．協働業務内容　／４．実施期間・スケジュール
５．実施方法（手法・体制）　／６．事業費用（予算内訳）　／７．事業成果

※この協働契約書が、従来の委託・請負契約書と異なる主な点は、第１条で甲乙を共に事業主体としている点、
　第７条の権利の帰属など条項全般で甲乙両者を対等にしている点、守秘義務条項を無くし情報公開を原則とし
　ている点（プライバシー侵害情報等は勿論別）などである。

資料：今瀬政司「市民主権・地域主権の確立をめざして～市民主権・地域主権型の政策形成・社会経済システム
　　　構築への提言」『第１回 市民主権・地域主権フォーラム開催資料』
　　　(特活)市民活動情報センター、2004年2月21日

8/10 



 
③
市
民
自
身
に
よ
る
政
策
形
成
手
段
と
し
て

「
市
民
政
策
審
議
会
」
制
度
の
整
備 

③
市
民
自
身
に
よ
る
政
策
形
成
手
段
と
し
て

「
市
民
政
策
審
議
会
」
制
度
の
整
備 

の

 

こ
れ
ま
で
市
民
が
関
わ
る
こ
と
の
で
き

政
策
形
成
手
段
と
し
て
、首
長
・
議
員
選
挙

審
議
会
、公
聴
会
、パ
ブ
リ
ッ
ク
コ
メ
ン
ト

委
託
・
請
負
事
業
、
補
助
・
助
成
事
業
な

が
あ
る
。
し
か
し
、
間
接
手
段
の
首
長
・

員
選
挙
を
除
い
て
は
、
ど
の
手
段
も
行
政

理
の
も
と
形
骸
化
し
て
お
り
、
実
質
的
に

市
民
が
関
わ
る
こ
と
の
で
き
る
も
の
に
は

っ
て
い
な
い
。
従
来
の
審
議
会
等
で
は
、

質
上
、
行
政
職
員
が
審
議
会
を
設
置
し
、

議
会
委
員
を
選
考
し
、
行
政
自
ら
事
務
局

な
っ
て
営
利
型
シ
ン
ク
タ
ン
ク
に
業
務
を

託
し
、
非
（
半
）
公
開
で
審
議
を
進
め
て
、

市
民
の
知
ら
な
い
と
こ
ろ
で
実
質
決
定
し

し
ま
う
こ
と
が
少
な
く
な
い
。
そ
こ
で
、

民
自
身
が
政
策
審
議
の
場
を
設
置
提
案
し

具
体
的
な
政
策
提
案
と
委
員
応
募
、
な
ら
び

に
事
務
局
選
考
を
行
う
よ
う
な
シ
ス
テ
ム

「
市
民
政
策
審
議
会
」
制
度
と
名
付
け
示

の

 

こ
れ
ま
で
市
民
が
関
わ
る
こ
と
の
で
き

政
策
形
成
手
段
と
し
て
、首
長
・
議
員
選
挙

審
議
会
、公
聴
会
、パ
ブ
リ
ッ
ク
コ
メ
ン
ト

委
託
・
請
負
事
業
、
補
助
・
助
成
事
業
な

が
あ
る
。
し
か
し
、
間
接
手
段
の
首
長
・

員
選
挙
を
除
い
て
は
、
ど
の
手
段
も
行
政

理
の
も
と
形
骸
化
し
て
お
り
、
実
質
的
に

市
民
が
関
わ
る
こ
と
の
で
き
る
も
の
に
は

っ
て
い
な
い
。
従
来
の
審
議
会
等
で
は
、

質
上
、
行
政
職
員
が
審
議
会
を
設
置
し
、

議
会
委
員
を
選
考
し
、
行
政
自
ら
事
務
局

な
っ
て
営
利
型
シ
ン
ク
タ
ン
ク
に
業
務
を

託
し
、
非
（
半
）
公
開
で
審
議
を
進
め
て
、

市
民
の
知
ら
な
い
と
こ
ろ
で
実
質
決
定
し

し
ま
う
こ
と
が
少
な
く
な
い
。
そ
こ
で
、

民
自
身
が
政
策
審
議
の
場
を
設
置
提
案
し

具
体
的
な
政
策
提
案
と
委
員
応
募
、
な
ら
び

に
事
務
局
選
考
を
行
う
よ
う
な
シ
ス
テ
ム

「
市
民
政
策
審
議
会
」
制
度
と
名
付
け
示

る、、ど議管はな実審と委て市、をし る、、ど議管はな実審と委て市、をし

図６　市民自身による政策形成手段としての｢市民政策審議会｣制度の整備

行政職員

【今後のあり方】

市民による審議会設置提案
と政策提案(立法)と委員応募

市民委員（全員）

市民事務局

【これまでのあり方】

行政使命委員

行政事務局

営利型シンクタンク

非営利型シンクタンク
市民政策形成グループ

随意
(一部公募)

市民選挙による
首長/議会議員/行政

各分野長等で組成

政策実施

審査会

市民政策審議会等

選考

政策決定

審議結果評価
（首長/議会議員/
　行政各分野長）

全
情
報
公
開
／
常
時
市
民
に
よ
る
意
見

相
互
連
携

選
考

審議会等

下請

政策実施

政策内定

一
部
情
報
公
開

一
部
市
民
意
見
募
集

指示

政策検証

審議結果評価
（首長/議会議員）

市民

政策決定

非(

半)

公
開
で
の
検
討
・
実
質
決
定

審議結果の
市民投票
(市民評価)

資料：今瀬政司「市民主権・地域主権の確立をめざして～市民主権・地域主権型の政策形成・
　　　社会経済システム構築への提言」『第１回 市民主権・地域主権フォーラム開催資料』
　　　(特活)市民活動情報センター、2004年2月21日

図６　市民自身による政策形成手段としての｢市民政策審議会｣制度の整備

行政職員

【今後のあり方】

市民による審議会設置提案
と政策提案(立法)と委員応募

市民委員（全員）

市民事務局

【これまでのあり方】

行政使命委員

行政事務局

営利型シンクタンク

非営利型シンクタンク
市民政策形成グループ

随意
(一部公募)

市民選挙による
首長/議会議員/行政

各分野長等で組成

政策実施

審査会

市民政策審議会等

選考

政策決定

審議結果評価
（首長/議会議員/
　行政各分野長）

全
情
報
公
開
／
常
時
市
民
に
よ
る
意
見

相
互
連
携

選
考

審議会等

下請

政策実施

政策内定

一
部
情
報
公
開

一
部
市
民
意
見
募
集

指示

政策検証

審議結果評価
（首長/議会議員）

市民

政策決定

非(

半)

公
開
で
の
検
討
・
実
質
決
定

審議結果の
市民投票
(市民評価)

資料：今瀬政司「市民主権・地域主権の確立をめざして～市民主権・地域主権型の政策形成・
　　　社会経済システム構築への提言」『第１回 市民主権・地域主権フォーラム開催資料』
　　　(特活)市民活動情報センター、2004年2月21日

9/10 



た
の
が
図
６
で
あ
る
。
こ
の
市
民
政
策
審
議
会
の
委
員
は
全
員
が
応

募
に
よ
る
市
民
委
員
と
し
、
事
務
局
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、
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結
果
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・
議
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等
が
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、
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投
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選
択
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設
け
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も
の
と

す
る
。
こ
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し
た
市
民
自
身
が
直
接
政
策
形
成
に
関
わ
る
こ
と
の
で

き
る
よ
う
な
類
似
の
仕
組
み
を
模
索
す
る
動
き
は
、
既
存
制
度
の
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用
改
善
や
条
例
制
定
な
ど
に
よ
り
一
部
の
自
治
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主
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市
町
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で
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さ
れ
て
い
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が
、
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で
い
う
市
民
主
権
を
貫
く
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で
の
制
度

構
築
に
至
っ
て
い
る
と
こ
ろ
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ま
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ま
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見
ら
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こ
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（
４
）
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・
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主
権
型
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シ
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テ
ム
の
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本
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で
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Ｎ
Ｐ
Ｏ
と
行
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の
協
働
」
の
観
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か
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新
た
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づ

■
参
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資
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市
民
主
権
・
地
域
主
権
の
確
立
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め
ざ
し
て
～
市
民
主

た
な
協
働
政
策
」
を
実
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す
る
に
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、
様
々
な
法
制
度
の
抜
本
的

改
革
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必
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で
あ
る
が
、
部
分
的
に
は
既
存
制
度
の
運
用
を
改
善
す

る
こ
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で
成
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得
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と
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ろ
も
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携
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。

   

く
り
の
あ
り
方
を
検
討
し
て
き
た
が
、
本
来
的
に
は
そ
う
し
た
セ

ク
タ
ー
の
枠
組
み
を
越
え
て
、
誰
も
が
ひ
と
り
一
人
の
個
の
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と

し
て
、
一
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に
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っ
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個
々
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野
、
個
々
の
地
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問
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課
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組
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と
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も
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ら
に
共
通
す
る
“
根
っ
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の
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方
）
の
議
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取
り
組
み
を
運
動
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理
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行
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い
く

必
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。
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。
そ
し
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と
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権
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テ
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築
で
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え
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い
る
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